
No.177 むなかたタウンプレス 平成22年8月1日 （2）

市では、市の広報紙、ホームページに掲載する広告を募集しています。詳しくは情報政策課広報係☎0940（36）1055まで

お知らせ

入院時の医療機関での負担について

＊１　療養病床に入院した場合は、表３の食費と居住費を自己負担
＊２　医療費が26万7,000円を超えた場合は、超えた分の１％を加算
＊３　区分Ⅱの人で、過去１年間の入院日数が通算91日以上の人は、長期入院該当の申請

を。申請には入院日数のわかる領収書、請求書などの書類が必要です。長期入院該
当の認定を受けた場合に限り、長期認定日以後の食事代は１食あたり160円（療養
病床に入院中の人は、長期入院該当申請は不要）

＊４　年金は、公的年金等控除額を80万円で計算

所 得 区 分
窓口負担限度額

（月額）
入院時食事代

（１食あたり）＊１

現役並み所得者（３割負担の人） 80,100円 ＊２
260円

一般（１割負担で下記以外の人） 44,400円

  認定証を
  提示した
  場合

区分Ⅱ
（世帯全員が住民税非課税の人）

24,600円
210円

160円 ＊３

区分Ⅰ
（世帯全員が住民税非課税で、世
帯員全員の所得が0円の人）＊４

15,000円 100円

表１ 入院時の負担額（70歳以上）

所得区分
（認定証の表示）

診療月から１年以内で高額
療養費の支給が３回目まで

診療月から１年以内で高額
療養費の支給が４回目以降

入院時食事代
（１食あたり）＊５

上位所得者 （A） 150,000円 ＊６ 83,400円
260円

一般（B）   80,100円 ＊７ 44,400円

住民税
非課税世帯（C）

35,400円 24,600円
210円

160円 ＊８

表２ 認定証を提示した場合の入院時の自己負担額（70歳未満）

＊５　65歳以上の被保険者で療養病床に入院した場合は、表３の食費・居住費を自己負担
＊６　医療費が50万円を超えた場合は、超えた分の１％を加算
＊７　医療費が26万7,000円を超えた場合は、超えた分の１％を加算
＊８　過去１年間の入院日数が通算91日以上の人は、長期入院該当の申請を。申請には入

院期間のわかる領収書、請求書など書類が必要です。長期入院該当の認定を受けた
場合に限り、長期認定日以後の食事代は１食あたり160円

　入院中か入院する予定で、次の①②に該当する人は、国
保医療課で入院時限度額適用・標準負担額減額認定証の
交付申請をしてください。認定証の交付を受けて、入院先
の医療機関窓口に提示すると、入院時の食事代の減額や、
医療費の自己負担限度額までの支払いが適用されます（食

事代の減額は住民税非課税世帯の人のみ）。 
　認定証の有効期限は７月31日（土）までです。現在、認
定証を持っている人も更新手続きが必要です。認定証は申
請月の初日から適用しますので、８月以降も引き続き必要
な場合は、必ず８月31日（火）までに申請をしてください。

■問い合わせ先　国保医療課国民健康保険係　☎（36）１３６３

所 得 区 分
入院時食事代

（１食あたり）
１日あたりの居住費

下記以外の人（認定証の表示） 460円 ＊９

320円認定証を
提示した

場合

住民税
非課税
世帯

区分Ⅱ・Ｃ 210円

区分Ⅰ 130円

表３ 療養病床に入院時の食費と居住費の自己負担額（65歳以上）

＊９　施設基準などで420円の場合あり

申請に必要な書類
▽国民健康保険被保険者証と国民健康保険高齢

受給者証
▽入院期間がわかる書類（表１の区分Ⅱに該当

する人で、過去１年間の入院日数が91日以上
の人）
＊平成22年１月２日以降に転入した人は、前住
所地の市区町村が発行する「平成22年度所得
課税証明書」が必要

▽所得区分は、毎月初日の世帯状況と住民税課
税状況で決定。住民税課税者が世帯に転入して
きた場合などは、減額認定証は翌月から無効に。
その場合は必ず認定証の返還を

　70歳以上の人が入院する時の医療費は、高齢受給
者証（被保険者証）に記載されている負担割合に応
じて、月額負担限度額までを自己負担することになっ
ています。住民税非課税世帯の人は、「限度額適用・
標準負担額減額認定証」を事前に取得し、入院先の
医療機関窓口に提示すると、入院時の食事代や医療
費の負担が減額されます。

申請に必要な書類
▽国民健康保険被保険者証
▽入院期間がわかる書類（表２の住民税非課税

世帯の人で、過去１年間の入院日数が91日以
上の人）
＊平成22年１月２日以降に転入した人は、前住
所地の市区町村が発行する「平成22年度所得
課税証明書」が必要

＊「限度額適用認定証」は、国保税の滞納があ
る世帯には交付できません（住民税非課税世
帯であれば、「標準負担額減額認定証（食事代
の負担減）」のみ交付）

　70歳未満の人が入院する場合、国民健康保険被保
険者証と一緒に、「国民健康保険限度額適用認定証」
を医療機関の窓口に提示すると、入院時の医療費が
自己負担限度額までの支払いとなります。
　自己負担限度額は、世帯の所得状況に応じて、「上
位所得者」「一般」「住民税非課税世帯」に区分され
ます。住民税非課税世帯の人は、「国民健康保険限度
額適用・標準負担額減額認定証」の提示で入院時の
食事代も減額されます。
＊上位所得者＝保険税の算定基礎となる基礎控除後
の所得金額の合計が600万円を超える世帯の人

＊一般＝住民税課税世帯で上位所得者以外の人

平成22年度住民税非課税世帯で、
70歳以上の国民健康保険高齢受給者(表1)

　
①

70歳未満の国民健康保険加入者(表２)
　
②


